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水島港台風等対策委員会 

Ⅰ．総則 

１．目的 

  この要領は、水島港に影響を与える台風等の異常気象の来襲により災害の発生が

予想される場合、各関係者が措置すべき事項を明示しもって「水島港台風等対策委

員会規約」に定める目的を達成することとする。 
２．定義 
 「台風等来襲時における船舶の避泊等に関する基準」：水島港長の指導のもとに各バ

ースの管理者が制定のうえ、水島港長に提出したものをいう。 
３．気象情報 

  台風等の進路・勢力・強風圏等の予測は、公的機関の発表する気象情報を基準と

する。 

４．発令手続 

(1)  勧告は、指令区分に基づいて水島港長から発令される。 

(2)  水島港台風等対策委員会の委員長及び副委員長は水島港長が発令するに際し、

意見を求められた場合、これに協力する。 

(3)  水島港長からの発令事項は、水島港台風等対策委員会が作成した「水島港台風

情報等伝達系統」に従って、電話等で伝達する。 

５．指令区分 

    水島港長の行う「指令区分」は、「台風対策」では｢注意体制｣・｢第一警戒体制｣・

「第二警戒体制」、「急速に発達する低気圧対策」では｢第一警戒体制｣・「第二警戒体

制」とし、その内容は、次号以下Ⅱ及びⅢのとおりとする。 

 

Ⅱ．台風対策 

 １．注意体制 

(1)．発令時期 

水島港が台風等に伴う強風圏（１５ｍ/s）に入る 12 時間以上前までの昼間(08:00

－17:00)に発令する。 

(2)．措置事項 

① 各バースの台風対策責任者は、船舶荷役の進捗状況、入出港予定等を勘案のうえ、

台風等の来襲に備えた、バース使用計画(作業計画)に移行すること。また、天候が

急変した場合にも適切な措置が図られるよう関係者に対し、必要な指示を与えると

ともに、通報連絡体制の強化を図ること。 

②  船舶代理店(船主、船舶運航者を含む．以下同じ)は、関係船舶の船長に対し、｢注

意体制｣の発令を伝達するとともに、荷役の中止、港外避泊に対応出来る態勢を整

えさせること。また、港外避泊をする場合の水先人、曳航の要否を確認しておく



こと。 

③ 内海水先人会は、必要な水先人の確保方法等について、検討しておくこと。 

④  ｢注意体制｣が発令されて以降、新たに入港着岸(着桟)の為運航を開始する喫水

12.50ｍ以上の船舶は、その運航について水島港長の指導を受けること。 

※  この場合、第二警戒体制が発令されたときに、港内での係留避泊が認められ

ていない船舶で、第一警戒体制発令中に喫水を 12.50ｍ以下に軽減することが

出来ないと予想される船舶は、原則として、入港させない。 

 

２．第一警戒体制 

 (1)．発令時期 

  ① 水島港が台風等に伴う強風圏（１５ｍ/s）に入る 6 時間前までに発令する。 

    (昼夜を問わない) 

  ② 最大風速４０ｍ／ｓ以上の暴風を伴う台風については、瀬戸内海中部海域（※）

が強風圏（１５ｍ／ｓ）に入る２４時間前までに発令する。なお、発令は第六管

区海上保安本部長からの湾外退避勧告の発令をもってとする。 

   ※瀬戸内海中部海域 

海上交通安全法適用海域のうち  

① 明石海峡大橋、淡路島、大鳴門橋を結ぶ線  

② 来島海峡大橋（第 1、２、３）、伯方・大島大橋、大三島橋、多々羅大橋、生

口橋、因島大橋、新尾道大橋を結ぶ線  

     上記①、②と本州、四国の陸岸に囲まれた海域及び港則法適用港とする。（別紙

１のとおり）  

ただし、上記②付近の港則法適用港については、当該港の台風対策の運用状況を

勘案し、愛媛県吉海港、岡村港、宮浦港、菊間港を対象海域に含め、広島県土生港

は対象海域から除く。 
 (2)．措置事項 

① 各バースの台風対策責任者は、関係船舶及び係留施設の安全確保について直接

指揮すること。 

② 台船、艀、海上クレーン、その他操船性能の低い船舶等は、速やかに作業を中

止し、安全な場所に避難すること。 

③ 船舶代理店は、船長および乗組員を在船させ、何時でも荷役中止、港外避泊等

の指示に対応出来る体制を取らせること。 

④ 船舶等の荷役中止、避泊等の措置は、｢台風等来襲時における船舶の避泊等に関

する基準｣に従って、各バースの台風対策責任者が実施し、その実施状況を水島港

長に報告すること。 

⑤ 各バースの台風対策責任者は、引き続き｢第二警戒体制｣が、夜間に発令される

と予想される場合には、昼間の間に｢第二警戒体制｣に準じた措置を実施すること。 

(夜間、出港できない船舶等は、昼間の間に出港させておく) 

 ⑥ 第五管区海上保安本部長及び第六管区海上保安本部長から湾外退避勧告が発令

された場合は、原則として対象船（※）は湾外退避を基本とする。なお、対象船

以外の船舶にあっては、上記(2)①～⑤に基づく措置を踏まえた行動をとること。 

 ※対象船 

  a.風圧面積が大きく風の影響を受けやすいため走錨の危険性が高い船舶 

    長さ 160ｍ以上の自動車運搬船 

    長さ 160ｍ以上のコンテナ船 



    長さ 160ｍ以上のガスタンカー 

    長さ 160ｍ以上のタンカー 

    長さ 200ｍ以上の客船・フェリー 

    長さ 200ｍ以上の貨物船 

   （定期航路を運航する内航船は上記対象船舶に含まない。） 

 b.事故発生時、船舶交通に重大な危険を及ぼす可能性がある大型危険物船 

   総トン数５万トン以上の油タンカー（液化ガス船を除く） 

   総トン数２万５千トン以上の液化ガス船 

 

３．第二警戒体制 

 (1)．発令時期 

   水島港が台風等に伴う暴風圏（２５ｍ/s）に入る 6 時間前までに発令する。 

(昼夜を問わない) 

 (2)．措置事項 

①  総ての船舶等は、速やかに荷役(作業)を中止し避泊すること。 

ｲ． 危険物積載船の水島港内での避泊は認められない。 

ﾛ． 水島港内での避泊は、｢台風等来襲時における船舶の避泊等に関する基準｣に

より実施するものとし、その実施状況を水島港長に報告すること。 

ﾊ． なお、｢第二警戒体制｣発令時に、台風の中心付近の最大風速が３５m/s 以上

で、水島港が台風の右半円に入る可能性がある場合には、総トン数 1000 トン

以上の船舶の港内避泊は認められない。但し、造船所のバースについては別途

指示による。 

※  船舶等が台風等の避難に応じない場合には、港長による退去命令が出される

ことがある。 

｢港則法｣第３９条第３項：港長は、特に必要があると認めるときは、当該水域

に進行してくる船舶の航行を制限し、若しくは禁止し、特定港内若しくは特定港

内の境界付近にある船舶に対し退去することを命ずることができる。 

②  各バースの台風対策責任者は、各バースおよびその付近の荷役機器、貨物、資

機材その他について、飛散、転倒、流出防止等の措置を講じること。 

４．その他 

(1) ｢水島港台風等対策委員会規約｣に定める委員会の召集は、原則として｢注意体

制｣発令後の適当な時期に開催する。但し、状況によりこれを省略することがで

きる。 

(2) 船舶代理店は、水島港検疫錨地および付近に錨泊中の船舶に対しても、水島港

長の発令状況、対策の実施状況等を連絡し適切な措置を講じさせること。 

   また、関係船舶を避難させた場合には、当該船舶の避難場所、その他必要事項

を水島港長に報告すること。 

(3)  各指令の解除は、発令時に準じた方法で伝達する。 

   但し、｢第二警戒体制｣解除の伝達があった場合は、｢第一警戒体制｣及び｢注意

体制｣の解除伝達を、また、｢第一警戒体制｣解除の伝達があった場合には「注意

体制」の解除伝達を省略する。 

   この場合、各バースの台風対策責任者、船舶代理店及び各船船長は、台風等の

情報を把握し安全を確かめたうえで(特に、西からの吹き返しが終わったことを確

認し)順次、通常運航(作業)に復帰させること。 

※  危険物積載船の入港復帰については、事前に水島港長の指揮を受け、停泊場



所の指定および荷役の許可が必要である。また、巨大船についても、所定の手

続きを行ったうえ、再入港すること。 
(4)  各バースの台風対策責任者および船舶代理店は、関係船舶または係留施設に事

故／被害等が発生した場合には、速やかに水島港長に報告すること。 
(5)  上記の各指令に基づいて実施した措置については、水島港長に報告すること。 

(6) ｢台風等来襲時における船舶の避泊等に関する基準｣は、毎年 7 月 1 日付けで制

定または見直し、同 7 月 10 日までに水島港長に提出すること。 

      同記載要領等については、別途、水島港長の指導を受けること。 

 

Ⅲ．急速に発達する低気圧対策 

 １．第一警戒体制 

 (1)発令時期 

   倉敷市に強風注意報が発令され、水島港に影響を及ぼすと予想される場合に発令す

る。（昼夜を問わない。） 

 (2)．措置事項 

① 各バースの台風対策責任者は、関係船舶及び係留施設の安全確保について直接指

揮すること。 

② 船舶等の荷役中止、避泊及び係留強化等の措置は、｢台風等来襲時における船舶

の避泊等に関する基準｣に従って、各バースの台風対策責任者が実施すること。 

③ バースの台風対策責任者は、引き続き｢第二警戒体制｣が、夜間に発令されると予

想される場合には、昼間の間に｢第二警戒体制｣に準じた措置を実施すること。 

  （出港可能な船舶等は、早めに出港させておく） 

 ２．第二警戒体制 

(1) 倉敷市に暴風警報が発令され、水島港に影響を及ぼすと予想される場合に発令す

る。 

(2) 措置事項 

① 総ての船舶等は、速やかに荷役(作業)を中止し避泊若しくは係留強化等の措置 

を実施すること。 

水島港内での避泊は、｢台風等来襲時における船舶の避泊等に関する基準｣によ 

り実施するものとし、その実施状況を水島港長に報告すること。 

 

   ※ 船舶等が台風等の避難に応じない場合には、港長による退去命令が出される

ことがある。 

    「港則法」第３９条第３項：港長は、特に必要があると認めるときは、当該水

域に進行してくる船舶の航行を制限し、若しくは禁止し、特定港内若しくは特定

港内の境界付近にある船舶に対し退去を命じることができる。 

  ② 各バースの台風対策責任者は、各バース及びその付近の荷役機器、貨物、資機

材その他について、飛散、転倒、流出防止等の措置を講じること。 

 

以上 

  

 


